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コニカミノルタグループ 
平成 20 年（2008 年）3 月期 

 主な質問と回答 
 

日時： ２００８年５月９日（金）１７：３０～1８:30 

場所： 東京商工会議所 国際会議場 

説明者： 代表執行役社長 太田 義勝 

＜ご留意事項＞ 
この資料は、決算説明会にご出席になれなかった方々の便宜のため、参考として掲載しています。説明会でお話したこと全て

をそのまま書き起こしたものではなく、当社の判断で簡潔にまとめたものであることをご了承ください。 
また、この資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があることをご了承ください。 

■ 情報機器事業関連                                                         

Q： ﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝﾌﾟﾘﾝﾄ事業の 07 年度売上高は対前年比+19%と好調に推移しているようですが、 
08 年度の見通しにつきましては如何でしょうか、また収益性につきましてもｶﾞｲﾀﾞﾝｽをお願い 
します。 

 
A． 08 年度の同事業につきましては、上期にはﾓﾉｸﾛの新製品を、また下期後半には新重合法ﾄﾅｰを

採用したｶﾗｰ新製品を投入し、更なる事業拡大を図りたいと考えています。08 年度の売上規模は

1,000 億円と対前年比で+14%となりますが円高の為替前提（2008 年度前提 US$：100 円 €：155 円）

を排除した実質ﾍﾞｰｽでは 07 年度同様、約 20%の増収を見込んでいます。 またｵﾌｨｽ向け MFP
（多機能複写機）と比較して消耗品売上の伸び率も高く、収益性でもこれを上回っています。 
 

Ｑ： 08 年度の MFP 事業は対前年で売上＋３％と、ﾀﾞﾝｶｵﾌｨｽｲﾒｰｼﾞﾝｸﾞ社の買収やﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝﾌﾟﾘﾝﾄ 
事業の伸長を考慮すると成長率がやや低いように見えますがどの様な背景があるのでしょうか。 

 
Ａ： 円高の為替前提を排除した実質ﾍﾞｰｽの MFP 事業は対前年+8%を見込んでいます。景気減退を

伴う米国市場においては微増程度の見通しですが、欧州では約１０％、またその他地域では市場

成長率の高い新興国、及び当社が強固な販売網を持つ中欧・東欧中心にそれぞれ約１０％～ 
２０％の成長を見込んでおり、売上・利益共に堅調な推移を見込んでいます。 

 
Ｑ： 第４四半期の情報機器事業は前年同期比で減収、減益の様ですが、状況をお聞かせください。 
 
Ａ： 第４四半期は LBP 事業（ﾚｰｻﾞｰﾋﾞｰﾑﾌﾟﾘﾝﾀｰ）が対前年比で約 40 億円の減収、約 20 億円の減益

となりましたが、主力のMFP事業に関しては日本及び米国でやや減速感があったものの、欧州や

その他地域で十分ｶﾊﾞｰをしており、ほぼ前年並みに推移致し、当初計画に対しても概ね達成して

いる状況です。 
 
Ｑ： ＬＢＰの０７年度業績は△36 億円の損失との事ですが、どのような背景があったのでしょうか。 

また今年度の見通しはいかがでしょうか。 
 
Ａ： ﾛｰｴﾝﾄﾞの製品につきましては価格競争の激化に伴い販売数量を絞り込んだ結果、市場設置台数

の減少に伴い消耗品売上が落ち込んだ点が一要因ですが、一方で研究開発費の増加による影

響もありました。これは情報機器事業の主力である MFP のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな販売網を通じてより付加価

値の高いｵﾌｨｽ向けの多機能ﾀﾝﾃﾞﾑｶﾗｰ機の販売拡大を予定しており、その品揃え拡充によるも

のです。今年度につきましては商品力の更なる強化の為に研究開発費の負担もありますが、 
これらの新製品の販売拡大に積極的に取り組み、消耗品売上の増加による損失幅の縮小に努め

たいと考えています。 
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■ その他                                   

 
Ｑ： 08 年度の全社業績の達成度合いにつきましてお聞かせ下さい。 
 
Ａ： 08 年度の営業利益予想 1,200 億円は円高の為替前提による押し下げ要因約 90 億円、更に 

税法改正に伴う減価償却方法の変更及び会計制度変更に伴う影響額約 110 億円が含まれて 
おり、それらを除く実質ﾍﾞｰｽでは約 200 億円となります。 
情報機器事業は景気減退が懸念される米国市場に於いても MFP の消耗品売上は着実に伸長し

ており、欧州ではﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝ機の販売が大幅拡大、新興市場についても販売台数は伸長、市場に

おける機器の設置台数は着実に増えています。またオプト事業についても需要増に伴う数量増を

特に上期で見込んでいます。このように事業の実態ﾍﾞｰｽでは 07 年度の上昇ﾓﾒﾝﾀﾑを維持し、 
今期の業績目標の達成に向けて着実にｸﾞﾙｰﾌﾟ経営を進めて参ります。 

 
Ｑ： 営業利益の 08 年度予想で「HD 他」では対前年比で約 30 億円ほど減益となっておりますが、 

これはどのような要因によるものでしょうか。 
 
Ａ： ＨＤ（ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ部門）にて有機 EL をはじめとした新規事業に関する全社的な研究開発費用の

計上をしている他、ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ等の IT 投資を見込んでいる為です。 
 
Ｑ： 08 年度業績予想の実効税率は約 40%と 07 年度実績の３１％と比べて多くなっておりますが、

どのような前提をおかれているのでしょうか。 
 
Ａ： 業績予想値に関しましては、ｸﾞﾙｰﾌﾟ各社の適正税率を積み上げた結果が反映されておりますが、

05 年度に特別損失を引当計上致しましたﾌｫﾄｲﾒｰｼﾞﾝｸﾞ事業の事業終了に伴う費用発生分につき

ましては損金計上を織り込んでおりません。実際の費用発生に伴って税金費用の軽減が見込ま

れる事になります。 
 
Ｑ： 今年度が中期経営計画「FORWARD08」の最終年度となりますが、09 年度以降の計画策定に

際しましては、どのような軸足での展開をお考えでしょうか。 
 
Ａ： 統合当初はﾌｫﾄｲﾒｰｼﾞﾝｸﾞ事業（ﾌｫﾄ・ｶﾒﾗ）があり、一定規模の事業が複数存在していましたが、 

事業の「選択と集中」を実行した結果、現在では主力の情報機器事業は安定成長を継続しており、

ｵﾌﾟﾄ事業も成長ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰとしてｸﾞﾙｰﾌﾟ成長を牽引しています。 
   MFP 領域では当社より規模の大きな競合が複数存在しており、今後も続くであろう厳しい競争 

環境下においても確実に勝ち残れるよう、事業規模の拡大を目指したいと考えています。 
またｵﾌﾟﾄ事業は今後も高い成長率を目指す事は言うまでもありませんが、TAC ﾌｨﾙﾑ 
（液晶偏光版保護膜）の様な製膜系の事業と光ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟﾚﾝｽﾞに代表される光学系の事業では 
市場環境が異なっており、製膜系では既存製品を更に進化させ複数機能を有する製品や全く 
異なる領域での製品展開を、また光学系ではﾌﾞﾙｰﾚｲ用光ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟに代表される他社の追従を 
許さない強固な技術基盤を持った製品の展開を継続して参りたいと考えています。 
また少々長期的にはなりますが有機 EL をはじめ新規事業に関する技術の源泉は多数保有して

おり、将来に向けた事業展開に関しましても是非ご期待頂きたいと思います。 
 

    
                                  

以上 


